
1.年次有給休暇の請求と取得時季

　アルバイトが急に休む場合、多くは年次有給休

暇（以下、年休）を取得するものと考えられます

ので、それを前提に考えていきます。年休は、雇

い入れ日から 6カ月間継続勤務し、かつ全労働日

の 8割以上出勤した場合に付与されます。正社員

に比べ所定労働日数が少ないパートタイマーやア

ルバイト等の短時間労働者にも当然付与されるも

ので、継続勤務年数に応じて［図表］のとおりの日

数が比例付与されます。また、労働基準法（以下、

労基法）39条 5 項において「使用者は、前各項の

規定による有給休暇を労働者の請求する時季に与

えなければならない」とし、さらに「ただし、請

求された時季に有給休暇を与えることが事業の正

常な運営を妨げる場合においては、他の時季にこ

れを与えることができる」としています。つまり、

事業の正常な運営を妨げられないのであれば、年

休は労働者が指定した日に成立することとなりま

す（ただし、法定以上に付与している部分につい

ては、この限りではありません）。そのため、年休

の取得要件として使用者の承認を要件とすること

はできません。

2.時季変更権について

　1.のとおり、年休は労基法上、労働者が指定し

た日に与えなければならないものである一方、使

用者には「事業の正常な運営を妨げる事由」に該

当する場合に限り、年休取得日の時季を変更する

権利が与えられています（時季変更権）。

　時季変更権を行使する事由となる「事業の正常

な運営を妨げる事由」とは、その企業の規模、年

休取得者の職場における配置、担当する業務内

容・性質、作業の繁閑、代行者の配置の難易度、

同時季における年休請求者の人数等を考慮して制

度の趣旨に反しないように合理的に決すべきもの

である（東亜紡織事件　大阪地裁　昭33. 4.10判
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決）と示されています。具体的には、「多数の欠勤

や休暇申請が出されている場合」「特別に繁忙とな

るイベントや業務が存在する場合」「余人をもって

代え難い重要な業務がある場合」等に「時季変更

権」の行使が可能と考えられます。

3.ご質問のケース

　ご質問のケースは、人員に余裕がなくシフト制

による人員配置を行っている以上、年休取得は事

業運営を妨げる影響が高いケースであると考えら

れます。そのため、急な事由が発生した等の特別

な場合を除き、「事前に」年休取得の申し出をする

ルールを設けることは、当該店舗において必要な

手段であると考えられます。

　この「事前に」という点においては、具体的に

何日前であれば認められるという規定は存在しま

せん。過去には、年次休暇の時季指定を原則とし

て前々日までとする就業規則の定めは、時季変更

権の行使についての判断の時間的余裕を与え、代

替要員の確保を容易にし、時季変更権の行使をな

るべく不要ならしめようとする配慮に出たもので

あり、合理的なものという判例（此花電報電話局

事件　大阪高裁　昭53. 1.31判決）も存在します。

　したがって、ご質問のように、シフト制を採用

している事業場においては、社内ルールとして「シ

フト作成前まで」に年休申請をすることが望まし

く、シフト決定後でかつ、直前の申請であればあ

るほど代替要員の確保も難しくなることから、時

季変更権が行使される可能性が高い旨を周知して

おくことも有効と考えられます（シフトも週単位

が望ましいといえます）。

　また、年休取得する際に代替要員を労働者自ら

が確保することを取得要件とすることはできませ

ん。そもそも、代替要員の確保は使用者側の責任

であるためです。仮に直接アルバイト同士で代替

要員を見つける運用をしているのであれば、強制

的に他のアルバイトに個人情報の開示を要求する

ことも想定されるため、不適切な対応といえます。

さらには、特定のアルバイトに急な労働が集中す

ることで、36協定違反等が発生することも想定さ

れることから、人員の調整は使用者側が実施すべ

き事項となります。

　当然、当該アルバイトが「シフト代替者を確保

できなかったこと」を理由に休暇申請を認めない

ことや、不利益に取り扱い評価に反映すること、

懲戒処分を科すことはできませんので、併せて注

意が必要です。

　なお、当該アルバイトが入社間もないケースや

既に年休をすべて取得したケースなどの事情で年

休を保持していなかった場合でも、代替要員の確

保は使用者の責任であり、労働者に代行させるこ

とはできません。

図表  年休の付与日数（アミ 部分が比例付与の内容）
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